
証券コード：2379

第18期
定時株主総会
招集ご通知
平成27年５月23日（土曜日）午前10時
（受付開始：午前９時30分）

開催日時

東京都港区六本木六丁目10番１号
六本木ヒルズ森タワー49階
六本木アカデミーヒルズ 「タワーホール」
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください）

開催場所

第１号議案  	剰余金処分の件
第２号議案  	定款一部変更の件
第３号議案  	取締役７名選任の件
第４号議案  	監査役３名選任の件
第５号議案  	補欠監査役１名選任の件
第６号議案  	取締役及び監査役の報酬額改定の件
第７号議案  	取締役及び監査役に対するストックオプションとして発行する
	 新株予約権に関する報酬の額及び具体的な内容決定の件
第８号議案  �	当社の取締役、使用人及び社外協力者に対するス

トックオプションとして発行する新株予約権の募
集事項の決定を当社取締役会に委任する件

決議事項

＜株主懇親会中止のお知らせ＞
定時株主総会終了後の株主懇親会は、
開催いたしません。
予めご了承くださいますようお願い申
し上げます。

005_9249301102705.indd   1 2015/04/08   11:57:16



― 1 ―

（証券コード 2379）
平成27年５月８日

株 主 各 位
東京都港区六本木一丁目６番１号
デ ィ ッ プ 株 式 会 社
代表取締役社長 兼 ＣＥＯ 冨 田 英 揮

　

第18期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第18期定時株主総会を次頁記載のとおり開催いたしますので、ご出席
くださいますようご通知申し上げます。
　なお、書面またはインターネットで議決権を行使することができますので、当日
ご出席願えない場合は、後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権
行使書用紙に賛否をご表示のうえご返送いただくか、パソコン、スマートフォンま
たは携帯電話をご利用いただきインターネットにより議決権行使サイト
（http://www.evote.jp/）において賛否をご入力されるか、いずれかの方法により、
平成27年５月22日（金曜日）午後６時30分までに到着するよう議決権をご行使い
ただきますようお願い申し上げます。

敬 具
　

　当日ご出席の際には、資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参くださいますよ
うお願い申し上げます。
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記
１．日 時 平成27年５月23日（土曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）

２．場 所 東京都港区六本木六丁目10番１号
六本木ヒルズ森タワー49階
六本木アカデミーヒルズ 「タワーホール」
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）３．目 的 事 項

報 告 事 項 第18期（平成26年３月１日から平成27年２月28日まで）事
業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役７名選任の件
第４号議案 監査役３名選任の件
第５号議案 補欠監査役１名選任の件
第６号議案 取締役及び監査役の報酬額改定の件
第７号議案 取締役及び監査役に対するストックオプションとして発行する

新株予約権に関する報酬の額及び具体的な内容決定の件
第８号議案 当社の取締役、使用人及び社外協力者に対するストックオプシ

ョンとして発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役
会に委任する件

４．招集にあたっての決定事項
３頁及び４頁【インターネットによる議決権行使のご案内について】をご参照
ください。

以 上
　

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（http://www.dip-net.co.jp）に掲載させていただきます。
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●ご注意
(1)  書面とインターネットにより重複して議決権を行使
された場合は、インターネットによる議決権行使
の内容を有効として取扱わせていただきますので
ご了承ください。

(2) インターネットにより複数回にわたり議決権を行使
された場合は、最後に行使された内容を有効とさ
せていただきます。またパソコン、スマートフォン
と携帯電話で重複して議決権を行使された場合
も、最後に行使された内容を有効とさせていただ
きます。

(3) 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する
費用（インターネット接続料金・電話料金等）は、
株主様のご負担となります。また、携帯電話をご
利用の場合は、パケット通信料・その他携帯電話
利用による料金が必要になりますが、これらの料
金も株主様のご負担となります。

　インターネットによる議決権行使は、 
パソコン、スマートフォンまたは携帯電話等
から議決権行使サイト（http://www.
evote.jp/）にアクセスし、画面の案内に
従ってご行使くださいますようお願い申し
上げます。（ただし、毎日午前２時から午前
５時までは取扱いを休止します。）

●招集ご通知の受領方法について
　ご希望の株主様は、次回の株主総会から招集
ご通知を電子メールで受領することができますの
で、パソコンまたはスマートフォンにより議決権行
使サイトでお手続きください。
（携帯電話ではお手続きできません。また携帯電
話のメールアドレスを指定することもできませんの
でご了承ください。）

電話　0120-173-027（通話料無料）
（受付時間　９:00～21:00）

（三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部）
ヘルプデスク

ログインする パスワードを登録する議決権行使サイトにアクセスする

1  「次の画面へ」をクリック

3  「ログイン」
をクリック

5  「送信」
をクリック

2  お手元の議決権行使
書用紙に記載された「ロ
グインID」および「仮パ
スワード」を入力

4  「新しいパスワード」と「新しいパ
スワード（確認用）」の両方に入力。
新しいパスワードはお忘れにならな
いようご注意ください。

6  確認画面が
出たら
「確認」をクリック

以降画面の
案内に沿って
賛否をご入力
ください。

システム等に関するお問い合わせ

行使期限 平成27年５月22日（金曜日）
午後６時30分まで
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●ご注意
(1)  書面とインターネットにより重複して議決権を行使
された場合は、インターネットによる議決権行使
の内容を有効として取扱わせていただきますので
ご了承ください。

(2) インターネットにより複数回にわたり議決権を行使
された場合は、最後に行使された内容を有効とさ
せていただきます。またパソコン、スマートフォン
と携帯電話で重複して議決権を行使された場合
も、最後に行使された内容を有効とさせていただ
きます。

(3) 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する
費用（インターネット接続料金・電話料金等）は、
株主様のご負担となります。また、携帯電話をご
利用の場合は、パケット通信料・その他携帯電話
利用による料金が必要になりますが、これらの料
金も株主様のご負担となります。

　インターネットによる議決権行使は、 
パソコン、スマートフォンまたは携帯電話等
から議決権行使サイト（http://www.
evote.jp/）にアクセスし、画面の案内に
従ってご行使くださいますようお願い申し
上げます。（ただし、毎日午前２時から午前
５時までは取扱いを休止します。）

●招集ご通知の受領方法について
　ご希望の株主様は、次回の株主総会から招集
ご通知を電子メールで受領することができますの
で、パソコンまたはスマートフォンにより議決権行
使サイトでお手続きください。
（携帯電話ではお手続きできません。また携帯電
話のメールアドレスを指定することもできませんの
でご了承ください。）

電話　0120-173-027（通話料無料）
（受付時間　９:00～21:00）

（三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部）
ヘルプデスク

ログインする パスワードを登録する議決権行使サイトにアクセスする

1  「次の画面へ」をクリック

3  「ログイン」
をクリック

5  「送信」
をクリック

2  お手元の議決権行使
書用紙に記載された「ロ
グインID」および「仮パ
スワード」を入力

4  「新しいパスワード」と「新しいパ
スワード（確認用）」の両方に入力。
新しいパスワードはお忘れにならな
いようご注意ください。

6  確認画面が
出たら
「確認」をクリック

以降画面の
案内に沿って
賛否をご入力
ください。

システム等に関するお問い合わせ

行使期限 平成26年５月23日（金曜日）
午後６時30分まで
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（提供書面）

事業報告（平成26年３月１日から平成27年２月28日まで）
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１ 会社の現況
（１）当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国の経済は、政府の
各種政策や日銀の金融緩和を背景に、円安・株
高で推移するとともに、企業収益が改善する等、
景気は緩やかな回復基調が続いております。し
かしながら、消費者マインドの低下や海外景気
の下振れなど、わが国の景気を下押しするリス
クに留意が必要な状況となっております。
　国内の雇用情勢につきましては、平成27年２
月の完全失業率（季節調整値）は3.5％と前月に
比べ0.1ポイント低下し、有効求人倍率（季節調
整値）は前月比0.01ポイント上昇の1.15倍と、
平成４年３月（1.19倍）以来22年11カ月ぶり
の高水準となる等、回復基調が継続しておりま
す。
　このような環境のなか、主力事業であるメデ
ィア事業において、営業力及び商品力を継続的
に強化するとともに、積極的な広告宣伝投資を
実施し、認知度の向上及びユーザー拡大に努め
てまいりました。
　エージェント事業におきましては、キャリア
アドバイザーの教育強化及び医療機関との連携
を強化するとともに、効果的な広告宣伝施策に
より、看護師集客力の向上に注力してまいりま
した。

　

　これらの施策の効果に加え、メディア事業の
「バイトル」、「はたらこねっと」において、求人
需要の高まりが継続したこと等により、当事業
年度の売上高は195億30百万円（前年同期比
49.7％増）となりました。
　営業利益、経常利益につきましては、積極的
な広告宣伝投資を実施したものの、売上高が堅
調に推移したこと及び経費の効果的使用に努め
た結果、営業利益48億６百万円（前年同期比
180.3％増）、経常利益48億17百万円（前年同
期比182.9％増）となりました。なお、当期純
利益は28億56百万円（前年同期比203.7％増）
となりました。
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　セグメント別の概況は、次のとおりであります。
　

Ⅰ メディア事業
　

　メディア事業におきましては、求人広告事業
である「バイトル」、「はたらこねっと」等の事
業を運営しております。
「バイトル」におきましては、当事業年度より
職種・業種・属性に特化した専門サイトを公開
しており、現代の雇用問題に対応した、外国人
向け「ハローバイトル」・シニア層向け「グラ
ン・ジョブ」・主婦主夫向け「パートでバイト
ル」をはじめ、計10サイトを公開いたしました。
働きたい職場が予め決まっているユーザーが求
める情報を集め、それぞれの職種・業種・属性
に合わせたコンテンツや検索軸を実装し、ユー
ザーの利便性向上に努めてまいりました。加え
て、平成26年11月には社員求人専用サイト「バ
イトル社員」において、スマートフォン版サイ
トを新設するとともにＰＣ版サイトのリニュー
アルを実施し、媒体力の強化に取組んでまいり
ました。
　広告宣伝活動といたしましては、ＡＫＢ48グ
ループのＡＫＢ48、ＳＫＥ48、ＮＭＢ48、Ｈ
ＫＴ48の４グループ全てと広告契約を交わし
「バイトル」のＴＶＣＦ等に起用し、積極的に展
開いたしました。平成26年７月には「バイトル」
にて初めての実施となる地域限定の新ＴＶＣＦ
「ご当地グルメのバイト」ＳＫＥ／ＮＭＢ／Ｈ
ＫＴ 篇を、それぞれ東海、関西、福岡の各エリ
ア限定で放映するとともに、「地元につよい」媒
体を目指し、業界初となる単独スポンサーによ
る全国４エリアでの「アルバイト」をテーマと
したＴＶ番組を、「バイトル」提供にて全国４Ｔ
Ｖ局で展開いたしました。また、同グループと
の応募者限定のコラボレーション企画として同
年８月10日の「バイトルの日」にサイトユーザー

8,100人を招待した「バイトルの日スペシャル
ライブ」を開催し、イベント内におきまして
「バイトル」を通じてＡＫＢ48の公式メンバーを
アルバイトで募集する「バイトＡＫＢ」を発表
し、同年10月からは採用された50名の内48名
の「バイトＡＫＢ」メンバーが初出演を果たし
た新ＴＶＣＦ「バイトルローテーション」全３
篇を全国放映した他、平成27年１月より、当社
イメージキャラクターである女優の上戸彩さん
を起用した新たなＴＶＣＦを放映し、認知度の
向上及びユーザー基盤の強化を図ってまいりま
した。
　さらに、ＬＩＮＥ株式会社が運営する無料通
話・無料メールスマートフォン向けアプリ「Ｌ
ＩＮＥ」の公式アカウントを平成26年８月に開
設しユーザーに有益な情報を配信するとともに、
同年９月よりオリジナルスタンプを４週間限定
で無料配信し、ユーザー満足度の向上を目指し
てまいりました。
「はたらこねっと」におきましては、平成26年
７月末にＰＣサイト・スマートフォンサイトの
リニューアルを実施し、職場の雰囲気をより伝
えやすくするため、勤務先の情報をバロメータ
ーにして可視化するとともに、同年８月には、
スマートフォンでの応募者増加を受け、iPhone
アプリの全面リニューアルを実施し利便性向上
のための施策を継続してまいりました。また、
同年９月末に姉妹サイトとして新たに日本最大
級となる女性の求人・転職サイト「はたらこ
index」をオープンいたしました。女性求職者向
けに、正社員、契約社員、派遣、パート・アル
バイトなどあらゆる雇用形態の求人情報を
87,000件以上掲載し、特に人気の高い事務職求
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人情報は30,000件以上載せることで、ユーザビ
リティの高いサービスを提供いたしました。ま
た、「バイトル」と同じく、女優の上戸彩さんを
起用したＴＶＣＦを放映し、認知度の向上及び
新たなユーザー獲得に努めてまいりました。
　上記施策とともに営業活動を強化し、「バイト
ル」、「はたらこねっと」の契約社数及び掲載情
報数の拡大に注力した結果、当セグメントにお

ける売上高は169億85百万円(前年同期比58.3
％増)となりました。セグメント利益は売上高の
増加に伴い58億73百万円(前年同期比116.1％
増)となりました。

（注）「iPhone」は、Apple Inc．の商標です。
　 「LINE」は、LINE株式会社の商標です。

　

Ⅱ エージェント事業
　

　エージェント事業におきましては、「ナースで
はたらこ」サイトへご登録いただいた転職を希
望される看護師へ、医療機関を紹介する人材紹
介事業を運営しております。
　当事業年度におきましては、キャリアアドバ
イザーの教育強化及び医療機関との連携の強化
を図るとともに効果的な広告宣伝を実施した他、
平成26年９月末にはユーザー登録を促進するサ
イト改修を行うことで登録者数増加に向けた基
盤強化を図ってまいりました。また、サイト内
に面接対策・自己ＰＲ・志望動機などのコンテ
ンツを作成し、看護師集客力の向上に努めてま
いりました。

　また、事業開始より看護師満足度の向上のた
めのきめ細かい看護師サポートを継続した結果、
平成26年４月に発表された楽天リサーチによる
看護師人材紹介会社顧客満足度ランキングにお
いて３年連続第１位を獲得し、当社サービスに
おける高い評価をいただくこととなりました。
これらにより、当セグメントにおける売上高
は25億45百万円（前年同期比9.6％増）、セグメ
ント利益は５億16百万円（前年同期比75.5％
増）となりました。

　
　セグメント別売上高

セ グ メ ン ト
第 17 期

（平成26年２月期）
（千円）

第 18 期
（当事業年度）

（平成27年２月期）
（千円）

前期比増減額
（千円） 前期比増減率

メディア事業 10,727,064 16,985,445 6,258,380 58.3％

　バイトル 9,579,648 15,089,150 5,509,502 57.5％

　はたらこねっと 1,030,912 1,827,864 796,951 77.3％

　その他 116,503 68,430 △48,073 △41.3％

エージェント事業 2,323,538 2,545,462 221,923 9.6％

合 計 13,050,603 19,530,907 6,480,304 49.7％
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　 ② 設備投資の状況
　当事業年度において実施した設備投資は８億24百万円であり、その主なものは、当社運営サイトのリニ
ューアルを目的としたソフトウェアへの投資６億45万円であります。

　 ③ 資金調達の状況
　 該当事項はありません。

　 ④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　 該当事項はありません。

　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　 該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　 該当事項はありません。

　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　 該当事項はありません。
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第15期 第16期

11,432,524

第17期

9,142,330

第18期

■ 売上高（千円）

第15期 第16期

763,253

第17期

233,404

第18期

■ 経常利益（千円）

第15期 第16期

378,809

第17期

61,686
第18期

■ 当期純利益（千円）

13,050,603

1,702,875 940,629

19,530,907 4,817,411 2,856,599

（２）財産及び損益の状況

区 分 第 15 期
（平成24年２月期）

第 16 期
（平成25年２月期）

第 17 期
（平成26年２月期）

第 18 期
（当事業年度）
（平成27年２月期）

売上高（千円） 11,432,524 9,142,330 13,050,603 19,530,907

経常利益（千円） 763,253 233,404 1,702,875 4,817,411

当期純利益（千円） 378,809 61,686 940,629 2,856,599

総資産（千円） 6,968,323 5,830,212 7,710,082 11,021,698

純資産（千円） 3,611,980 3,459,330 4,316,188 6,643,691

１株当たり当期純利益（円） 3,317.39 5.56 85.06 257.97

１株当たり純資産額（円） 31,631.59 313.48 389.78 597.06

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２．平成24年９月１日を効力発生日として、普通株式１株につき100株の割合で株式分割を実施しております。そのため、第
16期の１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額につきましては、当該株式分割が第16期の期首に行われたと仮定し
て算出しております。

　

（３）重要な親会社及び子会社の状況
　 該当事項はありません。
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（４）対処すべき課題
当社が対処すべき主な課題は以下のとおりであります。

① 運営事業の強化
　当社運営事業の強化のためには、営業力の強
化及び生産性の向上が重要であると認識してお
ります。そのために、積極的採用活動及び人材
育成に注力し、個々のスキルアップを図ってま
いります。
　メディア事業におきましては、運営サイトへ
の集客強化のための様々な広告宣伝活動、サイ
ト競争力の優位性確保のため掲載情報数の拡大
に向けて、積極的な営業活動を実施してまいり
ます。
　エージェント事業におきましては、看護師の
登録数増加のための囲い込み施策を積極的に展
開し、決定率の向上に努めるとともに、看護師
及び医療機関の満足度向上を追求してまいりま
す。

② ブランド力強化とユーザー数の拡大、クライ
アントとの関係強化
　当社の事業成長のためには、当社及び当社サ
ービスの知名度を向上させ、新規ユーザーを継
続的に獲得し、ユーザー数を拡大していくこと
が必要不可欠であると認識しております。その
ために、情報の質の向上と量の拡大に努めると
ともに、ユーザーの利便性を高めるためのサイ
ト開発を継続的に行ってまいります。
　そして、運営サイトの効果的な広告宣伝活動等
により当社サービスの知名度を向上させ、新規
ユーザーを獲得するための施策を積極的に実施
することでユーザー数の拡大に努めてまいりま
す。
　また、ユーザーの拡大による基盤強化と顧客提
案力の向上で、クライアントとの関係を強化し
てまいります。

③ 新規事業の実現
当社の事業領域でありますインターネットに
おける求人情報提供サービス及び人材紹介サー
ビス以外の分野においても、インターネットを

軸とした新たな価値創造に向けた新規事業の実
現が急務であると認識しております。当社の既
存事業とシナジー効果を得て、新たな価値を生
むための取組みを積極的に展開してまいります。

④ システムの強化
　当社は、インターネットによるサービス提供
を行っており、安定した事業運営を行うにあた
り、サーバ設備の強化、ウェブサイトに係るシ
ステムのセキュリティ・開発・保守管理体制が
極めて重要であると認識しております。今後も、
適切な設備投資を行うことでシステムの安定性
確保に取組み、市場環境の変化に対応した運用
体制整備を継続的に行ってまいります。

⑤ 個人情報保護と情報セキュリティの強化
　個人情報等に係るすべての情報を事業運営上
最も大切な資産のひとつとして認識し、その保
護体制構築に向け、社内規程の厳格な運用、定
期的な社内教育の実施、情報セキュリティマネ
ジメントシステムの構築・維持向上に努めるこ
とで、今後も引き続き、情報管理体制の強化を
図ってまいります。

⑥ 組織体制の強化
　当社は、業容の拡大に伴い新卒営業人員、シ
ステム開発担当者をはじめとし、積極的な採用
活動を行っております。今後も人員の増加にあ
わせて従業員の育成を強化し、マネジメント体
制を強化することで組織力の強化に取組んでま
いります。これにより、適切な管理体制の構築
と意思決定のスピードを向上させるとともに、
ビジネスプロセス、意思決定プロセスの改善を
積極的に実施してまいります。
　また、内部統制システムの整備・充実を継続
的に推進し、組織体制強化に取組んでまいりま
す。
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（５）主要な事業内容（平成27年２月28日現在）
　当社は「インターネット求人情報提供サービス事業」と「人材紹介事業」を主要な事業としております。

（６）主要な営業所（平成27年２月28日現在）
本社 東京都港区 大宮オフィス 埼玉県さいたま市大宮区
新宿オフィス 東京都渋谷区 千葉オフィス 千葉県千葉市中央区
新宿第２オフィス 東京都渋谷区 名古屋オフィス 愛知県名古屋市中区
新橋オフィス 東京都港区 岡崎オフィス 愛知県岡崎市
北千住オフィス 東京都足立区 大阪オフィス 大阪府大阪市北区
神田オフィス 東京都千代田区 京都オフィス 京都府京都市下京区
池袋オフィス 東京都豊島区 難波オフィス 大阪府大阪市中央区
立川オフィス 東京都立川市 神戸オフィス 兵庫県神戸市中央区
町田オフィス 東京都町田市 福岡オフィス 福岡県福岡市中央区
横浜オフィス 神奈川県横浜市神奈川区 小倉オフィス 福岡県北九州市小倉北区

（７）使用人の状況（平成27年２月28日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

836(155)名 85名増 30.3歳 4.5年

（注）派遣社員及び臨時雇用社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

（８）主要な借入先
該当事項はありません。
　

（９）その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２ 株式の状況（平成27年２月28日現在）
（１）発行可能株式総数 42,680,000株

（２）発行済株式の総数 12,400,000株

（３）株主数 2,831名
（前期末比1,998名減）

（４）大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

Ｅ Ｋ Ｙ Ｔ 株 式 会 社 4,668,000株 40.7％

冨 田 英 揮 1,178,000株 10.3％

株 式 会 社 Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 信 託 銀 行 504,600株 4.4％
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（株 式 付 与 Ｅ Ｓ Ｏ Ｐ 信 託 口） 383,600株 3.3％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 340,600株 3.0％

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 334,350株 2.9％

ＢＮＹＭ ＳＡ／ＮＶ ＦＯＲ ＢＮＹＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ ＭＰＣＳ ＪＡＰＡＮ 262,883株 2.3％

ＭＳＣＯ ＣＵＳＴＯＭＥＲ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 202,842株 1.8％

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 168,100株 1.5％

ＭＯＲＧＡＮ ＳＴＡＮＬＥＹ ＆ ＣＯ．ＬＬＣ 165,100株 1.4％

（注）１．当社は、自己株式を943,134株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．「株式会社ＳＭＢＣ信託銀行」名義の株式504,600株は冨田英揮氏が保有する当社株式を信託設定したものであり、議決

権については冨田英揮氏が指図権を留保しております。
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３ 新株予約権等の状況
（１）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（平成27年２月28日現在）
　 平成26年６月13日開催の取締役会決議による第４回新株予約権
　 ① 新株予約権の払込金額 払込を要しない
　② 新株予約権の行使価額 １個につき411,000円
　③ 新株予約権の行使条件 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行
　 使することができない
　④ 新株予約権の行使期間 平成28年７月15日から平成31年７月14日まで
⑤ 当社役員の保有状況

新 株 予 約 権 の 数 目 的 で あ る 株 式 の
種 類 及 び 数 保 有 人 数

取 締 役
（社 外 取 締 役 を 除 く） 80個 普通株式8,000株 ４人
　

（２）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　 平成26年６月13日開催の取締役会決議による第４回新株予約権
　 ① 新株予約権の払込金額 払込を要しない
　② 新株予約権の行使価額 １個につき411,000円
　③ 新株予約権の行使条件 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行
　 使することができない
　④ 新株予約権の行使期間 平成28年７月15日から平成31年７月14日まで
　⑤ 当社使用人への交付状況

新 株 予 約 権 の 数 目 的 で あ る 株 式 の
種 類 及 び 数 交 付 人 数

当 社 の 使 用 人 513個 普通株式51,300株 207人
　

（３）上記（１）及び（２）以外の会社が発行した新株予約権等に関する重要な事項（平成27年２月28日現在）
該当事項はありません。
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４ 会社役員の状況
（１）取締役及び監査役の状況（平成27年２月28日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長兼ＣＥＯ 冨 田 英 揮

取 締 役 岩 田 和 久 Ｃ Ｏ Ｏ （最 高 執 行 責 任 者） 兼 メ デ ィ ア 事 業 本 部 長

取 締 役 大 友 常 世 戦 略 推 進 担 当 兼 Ｃ Ｈ Ｏ （最 高 人 事 責 任 者） 兼 人 事 本 部 長

取 締 役 植 木 克 己 Ｃ Ｉ Ｏ （最 高 情 報 責 任 者） 兼 商 品 開 発 本 部 長

取 締 役 渡 辺 永 二 執 行 役 員 経 営 管 理 本 部 長

取 締 役 喜 藤 憲 一 株 式 会 社 ケ イ ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン 代 表 取 締 役
株 式 会 社 ハ ブ 常 勤 監 査 役

監 査 役 ( 常 勤 ) 小 林 功 一 小 林 公 認 会 計 士 事 務 所 所 長

監 査 役 江 尻 隆 弁 護 士 法 人 西 村 あ さ ひ 法 律 事 務 所 社 員

監 査 役 望 月 明 彦 望 月 公 認 会 計 士 事 務 所 代 表

（注）１．取締役喜藤憲一氏は、社外取締役であります。なお、当社は取締役喜藤憲一氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
２．監査役小林功一及び監査役江尻隆の両氏は、社外監査役であります。なお、当社は監査役小林功一氏を株式会社東京証券
取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
３．監査役小林功一、監査役江尻隆及び監査役望月明彦の各氏は、以下のとおり財務及び会計に関する相当程度の知見を有し
ております。
・監査役小林功一氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しております。
・監査役江尻隆氏は、弁護士として企業関係法務に精通しております。
・監査役望月明彦氏は、公認会計士の資格を有しております。

（２）取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額
取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

６名
（１名）

187,026千円
（4,400千円）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

３名
（２名）

16,400千円
（12,400千円）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

９名
（３名）

203,426千円
（16,800千円）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の支給額には、平成26年6月13日開催の取締役会決議による第４回新株予約権として、取締役４名に付与した新株
予約権に係る当事業年度中の費用計上額（取締役4,415千円）を含んでおります。
３．取締役の報酬額は、平成26年５月24日開催の第17期定時株主総会において年額300,000千円（うち社外取締役分は年額
10,000千円）以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。また別枠で、平成22年５月22日開
催の第13期定時株主総会においてストックオプション報酬額として年額15,500千円（うち社外取締役分は年額500千円）
以内と決議いただいております。
４．監査役の報酬額は、平成26年５月24日開催の第17期定時株主総会において年額30,000千円以内と決議いただいており
ます。また別枠で、平成22年５月22日開催の第13期定時株主総会においてストックオプション報酬額として年額1,500千
円以内と決議いただいております。
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（３）社外取締役及び社外監査役に関する事項
　 ① 社外取締役に関する事項

　取締役喜藤憲一氏は、株式会社ケイ・イノベーションの代表取締役を兼任しております。なお、当社
は、株式会社ケイ・イノベーションとの間には特別の関係はありません。
　また、同氏は、株式会社ハブの常勤監査役を兼任しております。なお、当社は、株式会社ハブとの間で
「バイトル」への同社の求人広告掲載契約を締結することがあります。

　 ② 社外監査役に関する事項
　監査役小林功一氏は、小林公認会計士事務所の所長を兼任しております。なお、当社は、小林公認会計
士事務所との間には特別の関係はありません。
　監査役江尻隆氏は、弁護士法人西村あさひ法律事務所の社員を兼任しております。なお、当社は、弁護
士法人西村あさひ法律事務所と同一の名称で業務を行っている西村あさひ法律事務所と顧問契約を締結し
ております。

　 ③ 当事業年度中の主な活動状況
　 Ⅰ 取締役会及び監査役会における出席状況

取締役会（13回開催） 監査役会（13回開催）

出席回数 出 席 率 出席回数 出 席 率

取 締 役 喜 藤 憲 一 13回 100％ ― ―

監 査 役 小 林 功 一 13回 100％ 13回 100％

監 査 役 江 尻 隆 13回 100％ 13回 100％

　 Ⅱ 取締役会及び監査役会における発言状況
・取締役喜藤憲一氏は、経営状況の分析結果に関する指摘・提言の他、総務・人事に関する施策及び
Ｍ＆Ａに関しても様々な観点からアドバイス及び指摘を行っております。
・監査役小林功一氏は、長年の公認会計士及び税理士としての経験から会社財務・法務・税務に精通
しており、それらの知識・経験等に基づき当社の課題の把握に努め、監査役会において適宜必要な
発言をするとともに、当該結果をもとにした提言を取締役会に報告するなどしております。
・監査役江尻隆氏は、長年の弁護士として培われた法律知識に基づき、当社のコーポレートガバナン
スに関する課題の把握に努め、監査役会において適宜必要な発言をするとともに、当該結果をもと
にした提言を取締役会に報告するなどしております。
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５ 会計監査人の状況
（１）名称 有限責任 あずさ監査法人

（２）報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 24,000千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区
分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）非監査業務の内容
　 該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　 当社では、監査役会が会社法第340条第１項各号に該当すると判断した時は、会計監査人を解任する方針
です。また、会計監査人の継続監査年数等を勘案し、再任・不再任の決定を行う方針です。

（５）責任限定契約の内容の概要
　 該当事項はありません。
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６ 業務の適正を確保するための体制
　内部統制システムの整備に関する基本方針を次のとおり定め、経営環境の変化等に応じて業務分掌や職務権
限など不断の見直しを行い、適正かつ効率的な体制を構築いたします。
　また、この基本方針は社外に公表することとし、継続的な見直しによって必要な改訂を実施し、より適正か
つ効率的な体制の構築を推進するよう努めます。

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款を遵守し、かつ社会的責任及び企業倫理を尊重する行動
ができるように、「コンプライアンス基本方針」を定め、それを全取締役及び使用人に周知徹底させます。
② 職務執行の公正性を監督する機能を強化するため、取締役会に独立した立場の社外取締役を含めます。
③ 法務室をコンプライアンス担当部署とし、コンプライアンス体制の維持・向上を図ります。具体的に
は、取締役及び使用人に対し、定期的なコンプライアンス研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行う
ことにより、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重する意識を醸成します。
④ 法令及び定款に反する行為を早期発見し是正することを目的とする社内報告体制として、外部に通報窓
口を設け、内部通報制度を整備しております。
⑤ 反社会的勢力との関係を一切遮断します。これを達成するため、反社会的勢力への対応を所管する部署
を総務室と定め、その対応に係る規程等の整備を行うとともに、有事には警察等の外部専門機関と連携し
毅然と対応できる体制を整えます。
⑥ 監査役及び内部監査室は連携して、コンプライアンス体制の状況を定期的に監査し、取締役会に報告し
ます。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」、その他の社内規程に基づき、適切・確実
に、かつ検索及び閲覧可能な状態で定められた期間、保存・管理します。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　「経営危機管理規程」により事業上等のリスク管理に関する体制を定めます。事業活動上の重大な事態が
発生した場合には、ＣＥＯ指揮下の対策本部を設置し、迅速かつ的確な対応を行うとともに、損失・被害等
を最小限にとどめる体制を整えます。特に、個人情報等の取扱いに関するリスクに対しては、情報管理責任
部門と情報管理責任者を設置し定期的に使用人への教育と内部監査を行い既に取得しているプライバシーマ
ーク及びＩＳＭＳ適合性評価制度の認証に基づいた管理体制の維持、向上を目指します。
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（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　定時取締役会を月１回開催し、業務執行に係る重要な意思決定を行います。また、社内規程で定められた
決裁権限に従って、ＣＥＯ、ＣＯＯ及び本部長が慎重かつ機動的な意思決定を行います。さらに、執行役員
会議、本部において部署長以上で構成される会議体での審議を実施することで、取締役会ならびにＣＥＯ、
ＣＯＯ及び本部長の意思決定が効率的になされるようにします。
　業務執行に関しては、執行役員制及び本部制を導入し、「組織規程」、「業務分掌および職務権限に関する
規程」等に従うことで、効率的かつ迅速に行います。

（５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社に子会社を含むグループ会社がある場合、当社で定める「コンプライアンス基本方針」を当社グル
ープにも周知徹底させ、当社グループ全体のコンプライアンス体制の構築を目指します。

② 当社に子会社を含むグループ会社がある場合、当社から子会社の取締役または監査役を派遣し、子会社
における取締役の職務執行の監視・監督を行います。

③ 当社グループ間における取引条件については、恣意的なものとならないよう担当部署を設け、一般の取
引条件と比較検討等により決定します。また必要に応じて専門家に確認します。
④ 内部監査室は、当社に子会社を含むグループ会社がある場合、当社グループ企業の内部監査を実施し、
その業務全般に関する適正性を確保します。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該
使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役会または監査役の求めまたは指示により、必要に応じて、その職務の執行を補助する人員を配置し
ます。

　 当該人員の人事異動、評価等については、監査役会の意見を尊重します。

（７）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
　各監査役は、原則として取締役会には全員出席します。取締役会においては執行役員会議等重要な会議体
の審議事項についても報告を行います。また、取締役及び使用人は、当社もしくは子会社・関連会社に著し
い損害を及ぼす事実が発生しまたは発生する恐れがあるとき、信用を著しく失墜させる事態、内部管理の体
制・手続き等に関する重大な欠陥や問題、法令違反等の不正行為や重大な不当行為等が生じたときは、直ち
に書面もしくは口頭にて監査役に報告します。さらに、監査役はいつでも、執行役員会議等各種会議の議事
録及び議事資料を自由に閲覧することができるとともに、取締役及び使用人に報告を求めることができま
す。
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（８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　 ① 監査役会を月１回以上開催します。
　 ② 各監査役は、監査役会とは別に、必要に応じて会議を開催します。
③ 監査役は、適時に会計監査人または内部監査人と会合を行い、意見及び情報の交換を行うとともに、必
要に応じて会計監査人または内部監査人に報告を求めます。
④ 監査役は、当社及びグループ会社（子会社を含むグループ会社がある場合）に関するリスク等に対して
会社外部の専門家（税理士・弁護士等）との会合により報告を受けます。

７ 会社の支配に関する基本方針
　 該当事項はありません。

８ 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元と同時に競争力の確保を重要な経営課題のひとつと位置付けております。前
事業年度より、東京証券取引所市場第一部へと市場変更を実現したことを踏まえ、従来の安定的配当政策を一
新し、配当性向について一定の水準を定め、株主還元を目指す一方で、今後の事業展開に備えるための内部留
保の充実に努めることで企業価値の向上のための有効な投資を実施したいと考えております。
　加えて、株主の皆様への利益配分の機会を充実させるため、第２四半期累計期間の業績に対して一定の利益
還元となる中間配当と、それ以降の業績に応じた還元となる期末配当の２回に分けて実施することといたしま
した。
　なお、当社では、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うこ
とができる旨を定款に定めております。

（注） 本事業報告の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表（平成27年２月28日現在）
　

科目 金額
（資産の部）
流動資産 8,264,110
現金預金 4,641,407
受取手形 4,212
売掛金 3,128,003
仕掛品 2
貯蔵品 13,705
前払費用 221,643
繰延税金資産 380,670
その他 1,722
貸倒引当金 △127,258

固定資産 2,757,588
有形固定資産 400,849
建物 446,767
構築物 152,496
車両及び運搬具 13,335
工具器具及び備品 481,687
土地 408
建設仮勘定 965
減価償却累計額 △694,811
無形固定資産 1,834,133
特許権 1,640
商標権 951
ソフトウエア 1,783,241
その他 48,299
投資その他の資産 522,606
破産更生債権等 8,361
長期前払費用 21,843
敷金 485,206
その他 15,555
貸倒引当金 △8,361

資産合計 11,021,698

（単位：千円）

科目 金額
（負債の部）
流動負債 4,124,783
買掛金 191,409
未払金 1,049,458
未払費用 306,739
未払法人税等 1,780,080
未払消費税等 565,858
預り金 50,790
前受収益 126,862
返金引当金 26,790
その他 26,792

固定負債 253,223
繰延税金負債 7,114
株式給付引当金 73,730
資産除去債務 165,899
その他 6,479
負債合計 4,378,006

（純資産の部）
株主資本 6,611,401
資本金 1,085,000
資本剰余金 1,135,509
資本準備金 4,100
その他資本剰余金 1,131,409
利益剰余金 4,886,026
利益準備金 112,450
その他利益剰余金 4,773,575
繰越利益剰余金 4,773,575

自己株式 △495,134
新株予約権 32,290

純資産合計 6,643,691
負債・純資産合計 11,021,698
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損益計算書（平成26年３月１日から平成27年２月28日まで）
（単位：千円）

科目 金額

売上高 19,530,907

売上原価 1,852,940

売上総利益 17,677,967

販売費及び一般管理費 12,871,216

営業利益 4,806,751

営業外収益

受取利息 618

保険配当金 6,297

受取保険金 1,551

備品売却収入 4,374

その他 2,497 15,338

営業外費用

支払利息 4,201

その他 477 4,678

経常利益 4,817,411

特別損失

固定資産除却損 1,204 1,204

税引前当期純利益 4,816,206

法人税、住民税及び事業税 2,138,976

法人税等調整額 △179,369 1,959,607

当期純利益 2,856,599
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株主資本等変動計算書（平成26年３月１日から平成27年２月28日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 1,085,000 4,100 1,131,409 1,135,509 56,312 2,534,501 2,590,813
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △561,386 △561,386
剰余金の配当による
利益準備金積立 56,138 △56,138 ー

当期純利益 2,856,599 2,856,599
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 － － － － 56,138 2,239,074 2,295,213
当期末残高 1,085,000 4,100 1,131,409 1,135,509 112,450 4,773,575 4,886,026

　 （単位：千円）

株主資本
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本
合 計

当期首残高 △495,134 4,316,188 ー 4,316,188
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △561,386 △561,386
剰余金の配当による
利益準備金積立 ー －

当期純利益 2,856,599 2,856,599
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 32,290 32,290

事業年度中の変動額合計 － 2,295,213 32,290 2,327,503
当期末残高 △495,134 6,611,401 32,290 6,643,691
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
　 たな卸資産の評価基準及び評価方法
① 仕掛品………………………………個別法に基づく原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方
法により算定）

② 貯蔵品………………………………最終仕入原価法に基づく原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方
法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産………………………定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ３年～18年
構 築 物 20年
車 両 及 び 運 搬 具 ４年～５年
工 具 器 具 及 び 備 品 ２年～20年

② 無形固定資産………………………定額法
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

（3）繰延資産の処理方法
開 発 費…………………………………３年間で均等償却しております。

（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

② 返金引当金…………………………エージェント事業における人材紹介手数料の将来の返金等に備える
ため、将来発生すると見込まれる返金額を計上しております。

③ 株式給付引当金……………………株式付与規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当
期末において従業員に割り当てられたポイントに応じて、見込額を
計上しております。

　
（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理…………………消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。
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2. 追加情報
（株式付与ＥＳＯＰ信託制度について）
当社は、当社従業員の労働意欲・経営参画意識の向上を促すとともに株式価値の向上を目指した経営を一
層推進することにより、中長期的な企業価値を高めることを目的とした信託型の従業員インセンティブ・プ
ラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」制度を平成24年５月より導入しております。

(1) 制度の概要
当社が当社従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することに
より信託を設定します。当該信託は予め定める株式付与規程に基づき当社従業員に交付すると見込まれる数
の当社株式を、株式市場から予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は株式付与規程に従
い、信託期間中の従業員の等級や勤続年数に応じた当社株式を、在職時又は退職時に無償で従業員に交付し
ます。

(2) 信託に残存する自社の株式
ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資
産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度122,985千
円、383,600株であります。
　

3. 表示方法の変更
　貸借対照表
前事業年度において、区分掲記しておりました「無形固定資産」の「電話加入権」（当事業年度569千
円）については、重要性が乏しいため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。
前事業年度において、区分掲記しておりました「無形固定資産」の「ソフトウエア仮勘定」（当事業年
度47,729千円）については、重要性が乏しいため、当事業年度より「その他」に含めて表示しておりま
す。
前事業年度において、区分掲記しておりました「投資その他の資産」の「保険積立金」（当事業年度

15,555千円）については、重要性が乏しいため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。
前事業年度において、区分掲記しておりました「固定負債」の「長期未払費用」（当事業年度5,779千
円）については、重要性が乏しいため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。
前事業年度において、区分掲記しておりました「固定負債」の「預り保証金」（当事業年度700千円）
については、重要性が乏しいため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。

　損益計算書
前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「備品売却収入」（前事業年度

579千円）については、重要性が高まったため、当事業年度より区分掲記しております。
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4. 貸借対照表に関する注記
　 当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行との間で当座貸越契約を締結しております。
　 この契約に基づく当事業年度末における借入未実行残高は、次のとおりであります。

　当座貸越極度額 3,500,000千円
　借入実行残高 －千円
　差引額 3,500,000千円

5. 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 12,400,000株 ―株 ―株 12,400,000株
　
（2）自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,326,734株 ―株 ―株 1,326,734株
（注）当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式数に含まれているＥＳＯＰ信託口が所有する当社の株式数は、383,600株であり

ます。
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（3）剰余金の配当に関する事項
　 ① 配当金支払額等
　 平成26年５月24日開催の第17期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 263,507千円
・１株当たり配当額 23円
・基準日 平成26年２月28日
・効力発生日 平成26年５月26日
（注） 配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式383,600株に対する配当金8,822千円を含めております。

　 平成26年10月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 297,878千円
・１株当たり配当額 26円
・基準日 平成26年８月31日
・効力発生日 平成26年11月７日
（注） 配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式383,600株に対する配当金9,973千円を含めております。
　

　 ② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
　 平成27年５月23日開催予定の第18期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 595,757千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 52円
・基準日 平成27年２月28日
・効力発生日 平成27年５月25日
(注) 配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式383,600株に対する配当金19,947千円を含めております。
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6. 税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 繰延税金資産

未払事業税 122,886千円
貸倒引当金 48,001千円
減価償却費 24,269千円
減損損失 1,207千円
未払費用 94,404千円
前受収益 117,645千円
資産除去債務 59,060千円
返金引当金 9,537千円
その他 21,914千円
繰延税金資産小計 498,926千円
評価性引当額 △85,308千円
繰延税金資産合計 413,618千円

　 繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △36,128千円
前払費用 △3,934千円
繰延税金負債合計 △40,062千円
繰延税金資産の純額 373,556千円

　
（注）当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。
　

流動資産－繰延税金資産 380,670千円
固定負債－繰延税金負債 7,114千円
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7. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
　 ① 金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については主に短期的な預金等に限定し、必要資金については銀行からの借入により
調達しており、設備投資等が発生した場合は、必要に応じて長期借入により資金調達する方針でありま
す。

　 ② 金融商品の内容及びリスク並びにリスクの管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社の与信
管理規程に従い残高管理を行うとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握を行うことでリス
クの軽減を図っております。
　敷金は、建物賃貸借契約等に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。当該リスクに
関しては差入先の信用状況を定期的に把握することでリスクの軽減を図っております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。変動金利の借
入金については、金利の変動リスクに晒されております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
　平成27年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注
２）を参照ください。）

貸借対照表計上額
（千円）（※１）

時価
（千円）（※１）

差額
（千円）

① 現金預金 4,641,407 4,641,407 ―

② 受取手形 4,212

③ 売掛金 3,128,003

　 貸倒引当金（※２） △127,258

3,004,957 3,004,957 ―

④ 破産更生債権等 8,361

　 貸倒引当金（※２） △8,361

― ― ―

⑤ 敷金 485,206 462,032 △23,174

　 資産計 8,131,571 8,108,397 △23,174

⑥ 買掛金 （191,409） （191,409） ―

⑦ 未払金 （1,049,458） （1,049,458） ―

⑧ 未払法人税等 （1,780,080） （1,780,080） ―

⑨ 未払消費税等 （565,858） （565,858） ―

⑩ 預り金 （50,790） （50,790） ―

　 負債計 （3,637,597） （3,637,597） ―

（※１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（※２）受取手形、売掛金及び破産更生債権等に対する貸倒引当金を控除して記載しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法
　① 現金預金 ② 受取手形 ③ 売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

　④ 破産更生債権等
　破産更生債権等については、個別に回収不能見込額に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は決
算日における貸借対照表価額から貸倒見積額を控除した金額と同額であり、当該価額をもって時価としてお
ります。

　⑤ 敷金
　主として、オフィスの賃借時に差し入れている敷金であり、償還予定時期を見積り、安全性の高い長期の
債券の利回りで割り引いた現在価値を算定しております。

　⑥ 買掛金 ⑦ 未払金 ⑧ 未払法人税等 ⑨ 未払消費税等 ⑩ 預り金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 貸借対照表計上額（千円）(※)

固定負債 その他（預り保証金） （700）

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
これらについては、返還予定時期を合理的に見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
当該帳簿価額によっております。
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（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額

区分 １年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

現金預金 4,641,407 ― ―

受取手形 4,212 ― ―

売掛金 3,128,003 ― ―

　合計 7,773,622 ― ―

（※）破産更生債権等（貸借対照表計上額8,361千円）については、償還予定額が見込めないため、上表には含めておりません。

8. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 597円06銭
（2）１株当たり当期純利益 257円97銭
（注）１株当たり情報の算定に用いられた普通株式の発行済株式総数及び期中平均株式数からは、ＥＳＯＰ信託口が所有する当社

株式の数（当事業年度末383,600株、期中平均株式数383,600株）を控除しております。

※ 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年４月10日

ディップ株式会社
　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 尾 関 純 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 山 勝 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 藤 義 仁 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ディップ株式会社の平成26年３月１日から平成27年２月28日ま
での第18期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統
制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成26年３月１日から平成27年２月28日までの第18期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、監査役全員の一致した意見として本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を
受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。以上の方法に基づき、
当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年４月13日
ディップ株式会社 監査役会
常勤社外監査役 小 林 功 一 ㊞
社 外 監 査 役 江 尻 隆 ㊞
監 査 役 望 月 明 彦 ㊞

以上
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第１号議案 剰余金処分の件
　
剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　 期末配当に関する事項
　第18期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業展開等を勘案し、以下のと
おりといたしたいと存じます。
① 配当財産の種類
　 金銭といたします。
② 配当財産の割当に関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金52円といたしたいと存じます。

　 なお、この場合の配当総額は595,757,032円となります。
③ 剰余金の配当が効力を生じる日
　 平成27年５月25日といたしたいと存じます。
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第２号議案 定款一部変更の件
　
１．提案の理由
　今後の事業展開の促進及びコーポレート・ガバナンスの一層の強化に備えるため、取締役の員数を８名から12
名に変更するものであります。また、「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）の施行に伴い、
補欠役員の予選に関する規定の項数が変更されましたので、所要の変更を行うものであります。
２．変更の内容
　変更の内容は、以下のとおりであります。

　（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

第１条～第17条 （条文省略）

第４章 取締役及び取締役会

第18条 （条文省略）

（取締役の員数）
第19条 当会社の取締役は、８名以内とする。

第20条～第30条 （条文省略）

第５章 監査役及び監査役会

第１条～第17条 （現行どおり）

第４章 取締役及び取締役会

第18条 （現行どおり）

（取締役の員数）
第19条 当会社の取締役は、12名以内とする。

第20条～第30条 （現行どおり）

第５章 監査役及び監査役会

第31条～第33条 （条文省略）

（監査役の任期）
第34条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会終結時までとする。

　
２．任期の満了前に退任した監査役の補欠とし
て選任された監査役の任期は、退任した監
査役の任期の満了する時までとする。

３．会社法第329条第２項に基づき選任された補
欠監査役の選任決議が効力を有する期間は、
選任後４年以内に終了する事業年度のうち
最終のものに関する定時株主総会開始の時
までとする。

第31条～第33条 （現行どおり）

（監査役の任期）
第34条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会終結時までとする。

　
２．任期の満了前に退任した監査役の補欠とし
て選任された監査役の任期は、退任した監
査役の任期の満了する時までとする。

３．会社法第329条第３項に基づき選任された補
欠監査役の選任決議が効力を有する期間は、
選任後４年以内に終了する事業年度のうち
最終のものに関する定時株主総会開始の時
までとする。

第35条～第48条 （条文省略） 第35条～第48条 （現行どおり）

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年04月20日 19時14分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



株
主
総
会
招
集
ご
通
知

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

― 36 ―

第３号議案 取締役７名選任の件

　 現任取締役６名は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、経営の透明性の確保及びコーポレート・ガバナンスの一層の強化を図るため社外取締役を１
名増員し、取締役７名の選任をお願いするものであります。取締役候補者は次のとおりであります。

１ とみ た ひで き

冨 田 英 揮（昭和41年９月５日生） 再任

■ 略歴、当社における地位、担当
平成２年４月 株式会社地産入社
平成３年11月 愛知ゴルフサービス株式会社入社
平成４年５月 株式会社フォーラム入社
平成９年３月 当社設立

当社代表取締役社長
平成16年10月 株式会社イー・エンジン代表取締役会長
平成17年６ 月 株式会社なでしこキャリア取締役
平成18年３ 月 当社代表取締役社長 最高経営責任者

株式会社ブックデザイン代表取締役会長

平成18年６ 月 ディップエージェント株式会社代表取締役会長
平成21年５ 月 当社代表取締役ＣＥＯ（最高経営責任者）
平成22年５ 月 当社代表取締役社長 兼 ＣＥＯ（最高経営責任

者）
平成22年９ 月 当社代表取締役社長 兼 ＣＥＯ（最高経営責任

者） 兼 医療事業本部長
平成23年３ 月 当社代表取締役社長 兼 ＣＥＯ（最高経営責任

者）（現任）

所有する当社の株式の数 1,178,000株
　

２ いわ た かず ひさ

岩 田 和 久（昭和38年10月１日生） 再任

■ 略歴、当社における地位、担当
昭和61年４ 月 株式会社産報通信社入社
平成12年５ 月 当社入社
平成14年６ 月 当社取締役
平成16年10月 株式会社イー・エンジン取締役
平成17年５ 月 当社常務取締役
平成18年３ 月 当社常務取締役 常務執行役員
平成19年２ 月 当社取締役 執行役員常務はたらこねっと事業

本部・アウトソーシング事業本部管掌
平成19年９ 月 当社取締役 執行役員常務アウトソーシング事

業本部長
平成20年６ 月 当社取締役 執行役員常務エージェント

事業統括はたらこねっと事業本部長
平成21年５ 月 当社取締役 執行役員専務エージェント

事業統括はたらこねっと事業本部長

平成21年９ 月 当社取締役 執行役員専務エージェント事業本
部長

平成22年６ 月 当社取締役 執行役員専務
ＨＲソリューション事業本部長

平成23年３ 月 当社取締役 執行役員専務はたらこカンパニー
プレジデント

平成23年５ 月 当社取締役 執行役員常務はたらこカンパニー
プレジデント

平成24年３ 月 当社取締役 執行役員常務エージェントカンパ
ニープレジデント

平成25年３ 月 当社取締役 執行役員常務メディア第一事業本
部長

平成26年３ 月 当社取締役ＣＯＯ（最高執行責任者） 兼 メ
ディア事業本部長（現任）

所有する当社の株式の数 42,000株
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３ おお とも つね よ

大 友 常 世（昭和34年８月２日生） 再任

■ 略歴、当社における地位、担当
昭和58年４ 月 株式会社札幌ミサワホーム入社
昭和58年10月 株式会社リクルート（現 株式会社リクルート

ホールディングス）入社
平成４年４月 同社 広報企画部長
平成６年10月 同社 ダイレクトマーケティング事業部長
平成14年４ 月 株式会社リクルートスタッフィング執行役員
平成16年４ 月 株式会社リクルートフロムエーキャスティング

常務取締役
平成17年10月 当社入社 常務執行役員
平成18年３ 月 当社執行役員副社長 最高執行責任者

株式会社ブックデザイン取締役
平成18年４ 月 株式会社イー・エンジン代表取締役会長
平成18年５ 月 当社取締役 執行役員副社長

最高執行責任者
平成18年６ 月 ディップエージェント株式会社取締役

平成19年５ 月 当社代表取締役副社長 最高執行責任者
平成21年５ 月 当社代表取締役社長 兼 ＣＯＯ（最高執行責任

者）
平成22年５ 月 当社代表取締役ＣＯＯ（最高執行責任者）
平成22年12月 当社代表取締役ＣＯＯ（最高執行責任者） 兼

パートナー事業本部長
平成23年３ 月 当社代表取締役ＣＯＯ（最高執行責任者） 兼

メディカルカンパニープレジデント
平成23年５ 月 当社取締役 最高顧問
平成25年５ 月 当社取締役ＣＯＯ（最高執行責任者）
平成26年３ 月 当社取締役ＣＨＯ（最高人事責任者） 兼 人

事本部長
平成26年５ 月 当社取締役戦略推進担当 兼 ＣＨＯ（最高人

事責任者） 兼 人事本部長（現任）

所有する当社の株式の数 48,400株
　

４ うえ き かつ み

植 木 克 己（昭和39年５月29日生） 再任

■ 略歴、当社における地位、担当
昭和62年４ 月 株式会社リクルート（現 株式会社リクルート

ホールディングス）入社
平成18年４ 月 当社入社 執行役員商品企画本部

副本部長兼システム企画部長
株式会社イー・エンジン取締役

平成18年９ 月 当社執行役員システム企画本部長
平成19年９ 月 当社執行役員商品開発本部長
平成21年５ 月 当社執行役員常務商品開発本部長
平成22年10月 当社執行役員常務システム企画本部長

平成24年３ 月 当社執行役員常務ＣＩＯ（最高情報責任者）
兼 システム企画本部長

平成24年５ 月 当社取締役 執行役員常務ＣＩＯ（最高情報責
任者） 兼 システム企画本部長

平成25年３ 月 当社取締役 執行役員常務ＣＩＯ（最高情報責
任者) 兼 商品開発本部長

平成26年３ 月 当社取締役ＣＩＯ（最高情報責任者）兼 商品
開発本部長（現任）

所有する当社の株式の数 25,400株
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５ わた なべ えい じ

渡 辺 永 二（昭和45年３月７日生） 再任

■ 略歴、当社における地位、担当
平成３年４月 株式会社エスアールエル入社
平成18年８ 月 当社入社
平成20年１ 月 株式会社リクルートエージェント（現 株式会

社リクルートキャリア）入社
平成20年９ 月 当社入社
平成21年３ 月 当社経営企画室長
平成23年３ 月 当社執行役員社長室長

平成24年３ 月 当社執行役員社長室長 兼 管理本部副本部長
平成25年３ 月 当社執行役員管理本部長
平成26年３ 月 当社執行役員経営管理本部長
平成26年５ 月 当社取締役執行役員 経営管理本部長（現任）

所有する当社の株式の数 6,900株
　

６ の だ みのる

野 田 稔 （昭和32年６月18日生） 新任

■ 略歴、当社における地位、担当
昭和56年４ 月 株式会社野村総合研究所入社
平成13年４ 月 多摩大学経営情報学部助教授
平成13年４ 月 株式会社リクルート（現 株式会社リクルー

トホールディングス）新規事業担当フェロー
平成13年４ 月 株式会社ワトソンワイアットジャパン（現

タワーズワトソン株式会社）取締役
平成13年５ 月 株式会社ヴァイセコーポレーション代表取締

役（現任）
平成17年４ 月 多摩大学経営情報学部教授
平成17年４ 月 同大学大学院教授
平成18年２ 月 特定非営利活動法人じぶん未来クラブ理事

（現任）
平成18年10月 特定非営利活動法人アイ・エス・エル主幹事

（現任）

平成19年11月 株式会社ジェイフィール代表取締役
平成20年４ 月 明治大学専門職大学院グローバル・ビジネス

研究科教授（現任）
平成20年４ 月 株式会社リクルート（現 株式会社リクルー

トホールディングス）リクルートワークス研
究所特任研究顧問（現任）

平成25年４ 月 特定非営利活動法人大学教育と就職活動のね
じれを直し、大学生の就業力を向上させる会
理事（現任）

平成25年９ 月 一般社団法人社会人材学舎代表理事（現任）
平成25年12月 株式会社社会人材コミュニケーションズ代表

取締役（現任）
平成26年１ 月 一般社団法人Ｊａｐａｎ Ｉｎｎｏｖａｔｉ

ｏｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ理事（現任）
■ 重要な兼職の状況
株式会社ヴァイセコーポレーション代表取締役
株式会社社会人材コミュニケーションズ代表取締役

所有する当社の株式の数 ０株
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７ し みず たつ や

清 水 達 也（昭和34年２月11日生） 新任

■ 略歴、当社における地位、担当
昭和57年４ 月 株式会社リクルート（現 株式会社リクルー

トホールディングス）入社
平成12年４ 月 同社 執行役員
平成15年６ 月 同社 取締役常務執行役員
平成18年６ 月 同社 顧問
平成20年４ 月 株式会社カプコン入社

平成20年11月 ＣＡＰＣＯＭ Ｕ.Ｓ.Ａ.,ＩＮＣ．取締役
平成21年11月 株式会社ベネッセホールディングス顧問
平成22年２ 月 同社 入社 経営企画部長
平成23年２ 月 株式会社光通信 上席執行役員
平成23年４ 月 株式会社ＤＥｉＢＡ Ｃｏｍｐａｎｙ代表取

締役（現任）
■ 重要な兼職の状況
株式会社ＤＥｉＢＡ Ｃｏｍｐａｎｙ代表取締役

所有する当社の株式の数 ０株
（注）１．取締役候補者のうち、当社との間に特別の利害関係を有する者は次のとおりであります。

　 清水達也氏は、株式会社ＤＥｉＢＡ Ｃｏｍｐａｎｙの代表取締役を兼務し、同社は当社と取引関係がありますが、そ
の取引金額は第18期において600千円であり、当社の売上規模に鑑みると、特別の利害関係を生じさせる重要性はありま
せん。なお、同社は、人材紹介事業を営んでおりますが、紹介対象者が異なり、実質的な競業関係にはありません。

２．上記以外の各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．野田稔及び清水達也の両氏は、新任の取締役候補者であります。
４．野田稔及び清水達也の両氏は、社外取締役候補者であり、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指名し、
同取引所に届け出る予定でおります。本議案が承認可決され、両氏が社外取締役に就任した場合、独立役員となる予定で
あります。

５．社外取締役候補者の選任理由は、以下のとおりであります。
　野田稔氏につきましては、株式会社野村総合研究所において、幅広い経営のコンサルティングに関する経験をしたのち、
大学教授として経営学を研究しており、現在は人材育成コンサルティング会社の代表取締役であります。
　当社としてましては、同氏が豊富な経営に関する経験を有しており、また、同氏には経営戦略分野の専門家として長年
の経験と知見があることから、社外取締役として当社においても有効なアドバイス及び監視・監督機能を期待できるもの
と考え、当社社外取締役として適任と判断し、選任をお願いするものであります。
　清水達也氏につきましては、株式会社リクルート（現 株式会社リクルートホールディングス）において、幅広い経営
の管理を経験したのち、多くの企業において重要職を歴任し、現在は人材紹介事業を行っている株式会社ＤＥｉＢＡ Ｃ
ｏｍｐａｎｙの代表取締役であります。
　当社としましては、同氏が豊富な経営に関する経験を有していることから、当社においても有効なアドバイス及び監
視・監督機能を期待できるものと考え、当社社外取締役として適任と判断し、選任をお願いするものであります。

６．社外取締役候補者であります野田稔及び清水達也の両氏につきましては、承認された場合、当社は両氏との間で会社法第
425条第１項に規定する最低責任限度額を上限とする責任限定契約を締結することを検討中であります。
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第４号議案 監査役３名選任の件

　 現任監査役小林功一及び望月明彦の両氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、監査体制の強化及び充実を図るため、監査役１名を増員し、監査役３名の選任をお願いする
ものであります。
　 なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　 監査役候補者は次のとおりであります。

１ こ ばやし こう いち

小 林 功 一（昭和36年２月23日生） 再任

■ 略歴、当社における地位
昭和58年４ 月 監査法人中央会計事務所入社
昭和61年３ 月 公認会計士登録
平成11年８ 月 税理士登録
平成11年９ 月 小林公認会計士事務所所長（現任）

平成19年５ 月 当社監査役
平成22年５ 月 当社常勤監査役（現任）

■ 重要な兼職の状況
小林公認会計士事務所所長

所有する当社の株式の数 4,900株
　

２ もち づき あき ひこ

望 月 明 彦（昭和43年11月26日生） 再任

■ 略歴、当社における地位
平成４年４月 株式会社大和銀行（現 株式会社りそな銀行）

入行
平成７年10月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人トー

マツ）入所
平成11年７ 月 公認会計士登録
平成14年４ 月 株式会社ギャガ・コミュニケーションズ入社
平成14年12月 株式会社ギャガ・クロスメディア・マーケティ

ング（現 株式会社キネマ旬報社）監査役
平成17年１ 月 当社入社
平成17年６ 月 株式会社なでしこキャリア監査役

平成18年３ 月 株式会社イー・エンジン取締役
平成18年６ 月 ディップエージェント株式会社取締役
平成19年７ 月 アーンストアンドヤング・トランザクション・

アドバイザリー・サービス株式会社入社
平成22年３ 月 望月公認会計士事務所代表（現任）
平成23年４ 月 フロリード株式会社監査役
平成23年５ 月 当社監査役（現任）
平成24年12月 アイビーシー株式会社監査役（現任）
平成25年９ 月 特定非営利活動法人日本交渉協会理事（現任）
平成26年２ 月 みのり株式会社取締役（現任）

■ 重要な兼職の状況
望月公認会計士事務所代表

所有する当社の株式の数 5,800株
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３ き とう けん いち

喜 藤 憲 一（昭和23年10月16日生） 新任

■ 略歴、当社における地位
昭和47年４ 月 株式会社ダイエー入社
平成９ 年12月 株式会社ヤマト専務取締役

シーアイエス株式会社常務取締役
平成11年12月 当社取締役（現任）
平成15年５ 月 株式会社エムオープランニング取締役
平成16年４ 月 株式会社ケイビーエムジェイ（現 株式会社ア

ピリッツ）取締役（現任）
平成17年11月 株式会社ケイ・イノベーション代表取締役

（現任）

平成18年12月 ビーコア株式会社監査役
平成19年３ 月 イーレディ株式会社取締役（現任）
平成20年９ 月 株式会社創風土監査役（現任）
平成22年６ 月 ビーコア株式会社取締役（現任）
平成23年５ 月 株式会社ハブ監査役
平成24年５ 月 株式会社ハブ常勤監査役（現任）

■ 重要な兼職の状況
株式会社ケイ・イノベーション代表取締役
株式会社ハブ常勤監査役

所有する当社の株式の数 10,000株
（注）１．候補者小林功一、望月明彦及び喜藤憲一の各氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．喜藤憲一氏は、新任の監査役候補者であります。
３．小林功一氏は、社外監査役候補者であり、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指名し、同取引所に届
け出ております。本議案が承認可決され、同氏が社外監査役に就任した場合、引き続き独立役員となる予定であります。

４．社外監査役候補者の選任理由は、以下のとおりであります。
小林功一氏につきましては、長年の公認会計士及び税理士として培われた知識・経験等を、当社の経営全般の監査に活か
していただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏の当社社外監査役就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって８年となります。

５．社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断する理由は以下のとおりであります。
小林功一氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、公認会計士及び税理士として会社財務・法務・税務に精
通しており、会社経営を統括する充分な見識を有しておられることから、社外監査役としての職務を適切に遂行していた
だけるものと判断しております。

６．社外監査役候補者であります小林功一氏につきましては、同氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で会社法第
425条第１項に規定する最低責任限度額を上限とする責任限定契約を締結することを検討中であります。
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第５号議案 補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項の規定に基づき、予め補欠
監査役１名の選任をお願いするものであります。
　 なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　 補欠監査役候補者は次のとおりであります。

はやし り え

林 理 恵 （昭和43年９月９日生） 再任

■ 略歴
平成９年12月 税理士登録
平成12年９ 月 林・若林会計事務所開設
平成18年12月 税理士法人ＡＴＳ代表社員（現任）
■ 重要な兼職の状況
税理士法人ＡＴＳ代表社員

所有する当社の株式の数 ０株
（注）１．候補者林理恵氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．候補者林理恵氏は、補欠の社外監査役として選任するものであります。
３．候補者林理恵氏は、社外監査役候補者であり、本議案が承認可決され、同氏が社外監査役に就任した場合、株式会社東京
証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出て独立役員となる予定であります。

４．補欠監査役候補者の選任理由は、以下のとおりであります。
林理恵氏につきましては、税理士として培われた知識・経験等を、監査役に就任された場合に当社の監査体制に活かして
いただくため、補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。

５．社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断する理由は以下のとおりであります。
林理恵氏は、税理士として企業税務に精通し、企業統治に関する充分な見識を有しておられることから、社外監査役とし
ての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

６．補欠の社外監査役候補者であります林理恵氏につきましては、監査役に就任された場合、当社は、同氏との間で、会社法
第425条第１項に規定する最低責任限度額を上限とする責任限定契約を締結することを検討中であります。
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第６号議案 取締役及び監査役の報酬額改定の件
　
当社の取締役の報酬額は、平成26年５月24日開催の第17期定時株主総会において、年額300,000千円以
内、監査役の報酬額は、平成26年５月24日開催の第17期定時株主総会において、年額30,000千円以内とご
承認いただき、今日に至っておりますが、経営の透明性の確保及びコーポレート・ガバナンスの一層の強化を
図るため、取締役の員数増員に加え、社外取締役及び監査役をそれぞれ増員すること等諸般の事情を考慮し、
取締役及び監査役の報酬額を改めさせていただきたいと存じます。
　報酬支給額につきましては、取締役の報酬額を年額700,000千円以内（うち、社外取締役分は年額
100,000千円以内）、監査役の報酬額を年額50,000千円以内に改めさせていただきたいと存じます。
なお、取締役の報酬額には、従来どおり使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まないものといたしたいと

存じます。
　また、現在の取締役は６名（うち、社外取締役１名）、監査役は３名でありますが、第３号議案及び第４号
議案のご承認を賜りますと取締役７名（うち、社外取締役２名）、監査役４名となります。
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第７号議案 取締役及び監査役に対するストックオプションとして発行する新株予約権に関
する報酬の額及び具体的な内容決定の件

　
１．提案の理由
　当社は、取締役（社外取締役を含みます。）及び監査役それぞれについて、当社の企業価値向上への貢献意
欲や士気を一層高めること等を目的として、ストックオプションとしての新株予約権を割り当てることといた
したいと存じます。
会社法（平成17年法律第86号）上、取締役及び監査役に対して割り当てるストックオプションとしての新

株予約権が、取締役及び監査役それぞれの報酬に該当するため、取締役及び監査役それぞれに対するストック
オプションとしての新株予約権に関する報酬の額及び具体的な内容につきご承認をお願いするものでありま
す。
　なお、ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬の額及び具体的な内容は、取締役(社外取締役を
含みます。)については、会社業績及び当社における業務執行の状況・貢献度等を、また監査役については、当
社における業務執行の状況・貢献度等を基準として決定しております。
　当社は、新株予約権が当社の企業価値向上への貢献意欲や士気を一層高めること等を目的として割り当てら
れるストックオプションであること等から、その具体的な内容は相当なものであると考えております。
　現在の取締役は６名(うち、社外取締役は１名)、監査役は３名でありますが、第３号及び第４号議案がいず
れも原案どおり承認可決されますと、取締役は７名(うち、社外取締役は２名)、監査役は４名となります。

２．議案の内容
(1) 当社の取締役及び監査役それぞれに対するストックオプションとしての新株予約権に関する報酬の額とし
て、平成22年５月22日開催の第13期定時株主総会において、取締役について各事業年度に係る定時株主総会
の日から１年の年額15,500千円以内（うち、社外取締役分は500千円）、監査役について各事業年度に係る定
時株主総会の日から１年の年額1,500千円以内を上限として設ける旨をご承認いただきました。
上記ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬額については、取締役について各事業年度に係る
定時株主総会の日から１年の年額350,000千円（うち、社外取締役分は50,000千円）、監査役について各事業
年度に係る定時株主総会の日から１年の年額25,000千円を上限として設ける旨をご承認いただきたく存じま
す。
(2) 当社取締役及び監査役それぞれに対するストックオプションとしての新株予約権の具体的な内容は以下の
内容といたしたく存じます。
① 新株予約権の総数ならびに目的である株式の種類及び数
Ⅰ 新株予約権の総数
取締役について700個（うち社外取締役分は100個）及び監査役について50個を、各事業年度に係る定時株

主総会の日から１年以内の日に発行する新株予約権の数の上限とする。
Ⅱ 新株予約権の目的である株式の種類及び数
　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は100株とする。
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　ただし、本議案の決議の日（以下、「決議日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普
通株式の株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、付与株
式数を次の算式により調整する。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合、当社は、合理的な範囲で付与株
式数を調整することができる。
　なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。
　各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内の日に発行する新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式数は、取締役について70,000株（うち社外取締役分は10,000株）、監査役について
5,000株を上限とし、付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に、取締役、社外取締役及び監査役
それぞれの上記新株予約権の上限数を乗じた数を、取締役、社外取締役及び監査役それぞれの株式数の上限と
する。
② 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受け
ることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。
行使価額は、新株予約権を割り当てる日（ 以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成
立しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平
均値（１円未満の端数は切り上げる。）または割当日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の
取引日の終値。）のいずれか高い金額とする。
なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割もしくは株式併合を行う場合、時価を下回る価額で
新株式の発行もしくは自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式
売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券の転換、また
は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場
合を除く。)または他の種類株式の普通株主への無償割当もしくは他の会社の株式の普通株主への配当を行う場
合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、その条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額
を調整することができる。
③ 新株予約権を行使することができる期間
　割当日後２年を経過した日から３年間とする。
④ 譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。
(3) 上記ストックオプションとしての新株予約権に関する取締役の報酬の額及び具体的な内容には、使用人兼
務取締役の使用人分給与を含まないものといたしたく存じます。
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第８号議案 当社の取締役、使用人及び社外協力者に対するストックオプションとして発行
する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任する件

　
　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の取締役（社外取締役を含みます。）、使用人
及び社外協力者に対してストックオプションとして発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委
任することにつき、ご承認をお願いするものであります。
　
１．特に有利な条件により新株予約権を引き受ける者の募集をすることを必要とする理由
　当社は、当社の長期的な企業価値向上への貢献意欲や士気を一層高めること等を目的として、当社の取締役、
使用人及び社外協力者に対し新株予約権を無償で発行したいと存じます。
　
２．本総会において決定する事項に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の内容及び数の上
限
(1) その委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の数の上限
　下記(3)に定める内容の新株予約権800個を上限とする。
　なお、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の数は、当社普通株式80,000株を
上限とし、下記(3)①により付与株式数（以下に定義される。）が調整された場合は、調整後付与株式数に上記
新株予約権の上限数を乗じた数を上限とする。
(2) 新株予約権と引換えに払込む金銭
　その委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権につき、金銭の払込みを要しないことと
する。
(3) その委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の内容
① 新株予約権の目的である株式の種類及び数
　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付
与株式数」という。）は100株とする。
　ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の後、当社が当社普通株式につき、株式分
割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合に
は、付与株式数を次の算式により調整する。
　
調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率
　
　また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で付与
株式数を調整することができる。
　なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。
② 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受け
ることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。
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　行使価額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当
社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値（１円未満の端数は切り上げる。）または割当
日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の取引日の終値）のいずれか高い金額とする。ただ
し、行使価額は以下の調整に服する。
Ⅰ 割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式に
より調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

Ⅱ 割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場
合(会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通
株式に転換される証券もしくは転換できる証券の転換、または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権
（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、行使価額を次の算式により調
整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。
　

既発行
株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調 整 前
行使価額 ×

時価

既発行株式数＋新規発行株式数
　

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株
式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処
分する自己株式数」に読み替える。
Ⅲ さらに、上記のほか、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当または他の会社の株式の普通株主
への配当を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当または配当等の条件等を勘案
の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。
③ 新株予約権を行使することができる期間
　割当日後２年を経過した日から３年間とする。
④ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
Ⅰ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項
に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切
り上げる。
Ⅱ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記Ⅰ記載の資本金等
増加限度額から上記Ⅰに定める増加する資本金の額を減じた額とする。
⑤ 譲渡による新株予約権の取得の制限
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　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。
⑥ 新株予約権の取得条項
　以下のⅠ、Ⅱ、Ⅲ、ⅣまたはⅤの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合
は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得
することができる。
Ⅰ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
Ⅱ 当社が分割会社となる分割契約または分割計画承認の議案
Ⅲ 当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画承認の議案
Ⅳ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ
いての定めを設ける定款の変更承認の議案
Ⅴ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を
要することまたは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての
定めを設ける定款の変更承認の議案
⑦ 組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針
　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割
会社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）
（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合
併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき
吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換
がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残
存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につ
き、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予
約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨
を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において
定めることを条件とする。
Ⅰ 交付する再編対象会社の新株予約権の数
　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。
Ⅱ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
　再編対象会社の普通株式とする。
Ⅲ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記①に準じて決定する。
Ⅳ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記②で定められる行使価額を組織再編
行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記Ⅲに従って決定される当該新株予約権の目
的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。
Ⅴ 新株予約権を行使することができる期間
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　上記③に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれ
か遅い日から、上記③に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。
Ⅵ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
　上記④に準じて決定する。
Ⅶ 譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。
Ⅷ 新株予約権の取得条項
　上記⑥に準じて決定する。
Ⅸ その他の新株予約権の行使の条件
　下記⑨に準じて決定する。
⑧ 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め
　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り
捨てる。
⑨ その他の新株予約権の行使の条件
Ⅰ 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使の時点において、当社または当社の子会社の役員、従業員もし
くは社外協力者のいずれかの地位にある場合に限り、本新株予約権を行使することができる。ただし、当社ま
たは当社の子会社の取締役の任期満了による退任、当社または当社の子会社の従業員の定年による退職、その
他正当な事由により、当社または当社の子会社の取締役、従業員もしくは社外協力者の地位を喪失した場合は
この限りではない。
Ⅱ 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができない。
Ⅲ 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者が死亡した時点以降、新株予約権者は未行使の本新株予約権
の全部を行使することができなくなり、同時点において未行使の本新株予約権全部を放棄するものとし、新株
予約権者の相続人は本新株予約権を承継しないものとする。
Ⅳ 新株予約権者は、本新株予約権の全部または一部につき、第三者に対して譲渡、担保権の設定、遺贈その
他一切の処分をしないものとする。
Ⅴ この他の条件は、本総会及び本新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締
結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

以 上
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専用直通エレベーターで49階へ

アカデミーヒルズ
「タワーホール」 

六本木ヒルズ
森タワー49階

株主総会会場ご案内図
会場 東京都港区六本木六丁目10番１号 六本木ヒルズ森タワー49階

六本木アカデミーヒルズ 「タワーホール」

（注１）メトロハットは地下１階から２階までの直通エスカレーターによる六本木ヒルズ専用出入口です。日比谷線六本木駅下車の
場合は、こちらをご利用下さい。
バス・大江戸線六本木駅下車の場合は、六本木ヒルズ内の階段・エスカレーターにて、２階にお上がり下さい。

（注２）六本木アカデミーヒルズ（森タワー49階）への専用直通エレベーターです。
　交通ご案内
＜地下鉄＞東京メトロ日比谷線／六本木駅（メトロハットへ直結）会場まで徒歩約５分
　 都営大江戸線／六本木駅（３番出口）会場まで徒歩約10分
＜バ ス＞都営01系統バス／渋谷～六本木ヒルズ「六本木ヒルズ」下車
　 会場まで徒歩約５分
　 都営01系統バス／新橋～渋谷「六本木六丁目」下車
　 会場まで徒歩約10分
駐車場はご用意しておりませんので、お車でのご来場はご遠慮願います。
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